様式第１号（第４条関係）

赤穂市認定地域クラブ活動参加者支援金支給認定申請書
年　　月　　日
赤穂市教育委員会　宛
申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年度において、認定地域クラブ活動参加者支援金の支給認定を受けたいので、赤穂市認定地域クラブ活動参加者支援金支給要綱第４条の規定により、下記のとおり申請します。
　支給認定の審査に必要な範囲で私及び私と生計を同一にする者の住民登録、課税情報、就学援助の状況等を教育委員会が官公署に閲覧及び確認することに同意します。

記

１　認定地域クラブ活動参加生徒
	フリガナ
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日

	氏　　名
	
	
	

	住　　所
	

	学校名・学年
	中学校　　　年

	認定地域クラブ活動名
	　　　　　　　　　　　　　　（種目：　　　　　　　）

	参加期間
	　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで



２　世帯の状況
	
	氏　　名
	続柄
	生年月日
	勤務先又は学校園所名

	世 帯 の 状 況
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	


　※続柄欄は参加生徒からみた続柄を記入すること。

３　申請理由（該当する番号に○を付けてください。）
	⑴
	就学援助の認定を受けている。

	⑵
	就学援助の認定を受けていない。
→次のうち該当するものに〇を付けてください。
（　）生活保護法に基づく要保護者であること。
　（　）生活保護法に基づく要保護者の免除又は廃止を受けたものであること。
（　）市民税が非課税であること。
（　）市民税が減免されていること。
（　）個人の事業税が減免されていること。
（　）固定資産税が減免されていること。
（　）国民年金の掛金が免除されていること。
（　）国民健康保険税が減免又は徴収猶予されていること。
（　）児童扶養手当を受給していること。
（　）生活福祉資金貸付補助金による貸付けを受けていること。
（　）保護者が失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登録日雇労働者であること。
（　）前年収入が教育委員会が別に定める基準以下であること。
（　）ひとり親控除の適用をした場合、前年度合計所得が市民税の非課税限度額を下回ること。




様式第１号（第４条関係）記入例


赤穂市認定地域クラブ活動参加者支援金支給認定申請書
令和××年××月××日
赤穂市教育委員会　宛
申請者　住　　所　赤穂市□□□町□□番地□□
氏　　名　赤穂　太郎　　　　　　　　
電話番号　◇◇◇－◇◇◇◇－◇◇◇◇

　令和××年度において、認定地域クラブ活動参加者支援金の支給認定を受けたいので、赤穂市認定地域クラブ活動参加者支援金支給要綱第４条の規定により、下記のとおり申請します。
　支給認定の審査に必要な範囲で私及び私と生計を同一にする者の住民登録、課税情報、就学援助の状況等を教育委員会が官公署に閲覧及び確認することに同意します。

記

１　認定地域クラブ活動参加生徒
	フリガナ
	アコウ　イチロウ
	生年月日
	平成○○年○○月○○日

	氏　　名
	赤穂　一郎
	
	

	住　　所
	赤穂市□□□町□□番地□□

	学校名・学年
	△△△中学校　　△年

	認定地域クラブ活動名
	◆◆◆◆◆クラブ　　　　　　（種目：陸上競技　　　　）

	参加期間
	令和××年　４月　１日から令和▲▲年　３月３１日まで



２　世帯の状況
	
	氏　　名
	続柄
	生年月日
	勤務先又は学校園所名

	世 帯 の 状 況
	赤穂　一郎
	本人
	平成○○年○○月○○日
	○○○中学校

	
	赤穂　太郎
	保護者
	昭和●●年●●月●●日
	●●●●株式会社

	
	赤穂　花子
	保護者
	昭和◎◎年◎◎月◎◎日
	有限会社◎◎◎◎

	
	赤穂　二郎
	弟
	平成■■年■■月■■日
	■■■小学校

	
	赤穂　さくら
	祖母
	昭和◇◇年◇◇月◇◇日
	無職

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	


　※続柄欄は参加生徒からみた続柄を記入すること。

３　申請理由（該当する番号に○を付けてください。）
	⑴
	就学援助の認定を受けている。

	⑵
	就学援助の認定を受けていない。
→次のうち該当するものに〇を付けてください。
（　）生活保護法に基づく要保護者であること。
　（　）生活保護法に基づく要保護者の免除又は廃止を受けたものであること。
（　）市民税が非課税であること。
（　）市民税が減免されていること。
（　）個人の事業税が減免されていること。
（　）固定資産税が減免されていること。
（　）国民年金の掛金が免除されていること。
（　）国民健康保険税が減免又は徴収猶予されていること。
（　）児童扶養手当を受給していること。
（　）生活福祉資金貸付補助金による貸付けを受けていること。
（　）保護者が失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登録日雇労働者であること。
（　）前年収入が教育委員会が別に定める基準以下であること。
（　）ひとり親控除の適用をした場合、前年度合計所得が市民税の非課税限度額を下回ること。




